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　本稿 はベ イ ズ統計学 の 観点 か ら地域間所得分布 を推定 し，所 得 収 朿仮 説 に つ い て 検証 し た もの

で あ る．地 域問所得分布 を推定す るに あた っ て ，分布が 単峰 型 な の か 双 峰 型 な の か を検討す る た

め に ，2 変 量正 規 混 合 モ デ ル を用 い た ，また ，地 域 間所 得分布 の 空 間構 造 を明 らか に す る た め に，

空 間計量 経済 モ デ ル を導 入 した．1986 年 か ら 2004 年 の データ を用 い て 分析 した 結 果，地域 間所

得分布 は 単峰型 で あ り，強 い 空 間 不 均
一
性 が 存 在 す る こ とが 確認 で き た．そ し て ，こ の 期間に お

い て
，

σ 収束 は 確認で き なか っ た．

　This　paper 　estiln ｝L七es　the　regional 　income 　distribution　froln　a 　Bayesian　poillt　of 　view 　a1】d　ex −

amineb 　the　c りnvergence 　hypothesis，　We 　utilize 　t止ie 　bivar’iate　riormahmixt ／lre 　 m （⊃dels　tu　exallliue

whether 　the 　regional 　illcome　distribution　is　unimodal 　or 　bimof／al．　In　addiLion ，　we 　illtrodllce　the

gPatial 　ecollometric 　Inode ］s　to　examine 　t，he　spatial 　correlations 　in　the　Tegional 　income　distribl1一

しioll．　Rom 　the　ernpir
’iual　I・eg．　ults　llsillg　the　data　frorll　1986　to　2004，　we 　col ユfirm　that　the 　regional

income　distriblltioll　is．　ullimoda ．l　and 　that 　there 　exists 　strong 　sp ハtial　h〔，ter〔〕geIleity，　Moreover ，

we 　cannot 　find　the　evideIlee 　of σ 一convergence 　in　this　period ．

キ
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ード： 空 間 計 量 経 済学，所得収束仮説，隠 れ マ ル コ フ モ デ ル ，マ ル コ フ 連 鎖 モ ン テ カ ル

　　　　　 ロ 法．

1．　 は じめ に

　所得収束仮説 とは 経済成長理論 に お い て 重要な テ ー マ の 1 つ で あ る ．Barro　and 　Sala−i−

Martil1（1992）に よる と
， 所得収束仮説に は 2 つ の 概念 が あ る ．1 っ は β収 束 と呼ば れ る

もの で あ り， も う 1 つ は σ 収束 と呼ばれ る もの で あ る．β収 朿 とは 初期 の 所得水準の 低 い

国 （地域）ほ ど経済成長 率が 高 く， 長期均衡 にお い て は所得水準が 等 し くな る とい う仮説

で ある． そ して ，ク ロ ス セ クシ ョ ン データを用 い て 初期の 1 人 あた り所得 を 1 人 あた り所

得の 増加率に 回帰 した とき， その 回帰係数が マ イ ナ ス に 推定 され たか どうかに よ っ て 仮説

の 検証が行われ る．他 方 ， σ 収束 とは 1 人あた り所得 の分布が 平均 周 りに 収斂 して い くと

い う仮説で あ る．そ して ，
パ ネル デ ータ を用 い て ， 各年の 1 人 あた り所得 の 分散 の 変化 を

s
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見 る こ とで ， もし，分散が 時間 を通 じて 小 さ くな っ て い れ ば
， 所得の 分布が平均周 りに収

斂 し， 国 （地域）が 同質に な っ て い る こ とが検証 され る．Temple （1999 ）で は
，

こ れ らの

所 得収束仮説 に 関す る研究の サ ーベ イを行 っ て お り， 理 論的 ， 実証的な発展及 び問題点 を

体系的 に ま とめ て い る．

　日本の 実証分析に 焦点を当 て て み る と，例 え ば，Barro　and 　Sala−i−Martill （1992）は ア

メ リカ の 州 データ と日本 の都道府県データを用い て ，ア メ リカ と口本の β収 束 と σ 収束の

比較検討を行 い ，日本に お い て も β収束 と σ 収束が確認で き る こ とを指摘 して い る。 こ の

分析で は所 得分布が 単峰型で あ る こ とを仮定 して い る もの の ，所得水準が 平均 周 りに 収 斂

し， 都道府県が 同質 に な っ て い る こ とが 検証 され た． しか しなが ら ， 別の ア プロ ーチ に よ

る実証結果 を見 る と，
こ れ とは異 な る結果 も報告 され て い る．例 えば

， Togo （2002）で は

都道府県別の 工 業生産性の デ ータを用 い て ， Quah（1993 ）の マ ル コ フ推移 行列 に よる実証

分 析 を行 っ て い る
1）．分析 の 結果 を 見 る と

，
エ ル ゴ ー ド分布は 双峰型 を して お り， 長 期 的

に見 る と地 域 間の生 産性の 分布 は 2 極化す る こ とが 指摘 され て い る．また， Kakamu 　and

Fukushige （2006 ）で は ， 地 域の 単位を 変えて 大都市雇用 圏の 工 業生産性の デ
ー

タ で ，同様

の 実証分析を行 っ て い る． これ らの 先 行研究の 結果 は
， 地域間の 生産 性の 分布 は多峰型 で

ある こ とを示 唆 して お り， 限界 生産 力仮説 に従えば実質賃金 と限界生産 力 は ．致 す る こ と

か ら，生産 サ イ ドの 多峰型の 分布 は所得サ イ ドに 反 映 され る可能性が あ る と考 え られ る．

こ れ よ り， 本稿で は 日本の 所得分 布 を推定 す るた め に ， BarrQ 　and 　Sala−i−Martill （1992）

の 単峰型 だ けで は な く多峰型 を検討 して い く．

　所 得分 布の 推定 に お い て 多峰型 を月」い た研究 は 巾妻 （2005）が 挙 げられ る．中妻 （2005）

は Pen　World　Tablcの デー
タ を用 い て ， 隠れ マ ル コ フ モ デル の

一
つ で あ る マ ル コ フ切 り替

えモ デル を用 い て ， 国家間に お け る σ 収束 に つ い て 実証分析 を行 っ て い る、 また ， 1司論

文は マ ル コ フ連 鎖モ ン テ カル ロ 法で を分析 した ， 数少な い ベ イ ズ推定法 に よる実証分析で

あ る． 日本の 都道府県デー
タ を用 い て実証分析 を行 う際 都道 府県の 数が 47 と有限で あ る

こ とを考 え れば ， データ を所 与と した と きの パ ラメ ータの 分 布を評価す る ベ イズ推定法は

Kakamu 　and 　Wage （2008 ）で も指摘 され て い る よ うに
， 有用 な方法 で あ る と考 え られ る．

そ こで ，本稿 で は マ ル コ フ連 鎖モ ン テ カ ル ロ 法 を用 い て 実証分析 を行 っ て い く．

　さらに ， 本稿で は 地域間の 所得分布 を対象 に実証分析 を進 め る こ とか ら， 近年 ， 地域 経

済学 で 注 目 されて い る空 間的相互作用 に つ い て も検証す る．我 が 国を対象 と し た地域経済

の 実証分析 の 結果か ら， 直接的に は観測 さ れ ない けれ ども ， 空間的相互 作用 が 経済活動に

存在す るこ とが確認 されて い る．具体的に
，
Kakamu θ惚 奴 2008）は犯罪の発生 件数に 空

1） こ の 方 法 は，β 収束や σ 収束で 考 え る こ との で き な か っ た，2 極化 や 多極化の 複数均衡 の モ デ ル を検討 で き

　 る 点で 優れ て い る もの の ，データ 区 間 の 取 り方 に 影 響 を受 けや す い な ど の 問題点 もあ る こ とが わ か っ て い る．
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問的 ス ピル オ
ー バ ー

が あ る こ とを確認 して い る． さ らに ， Hashiguchi（2010）で も都道府

県別 の 生 産性 に 空 間的ス ピ ル オ ーバ ー
が 確認で き る こ とを指摘 して い る．

一方，Kakalml

et 　al ．（2011 ）で は都道府県別 の 生 産性 に は 空間的 ス ピ ル オ ーバ ー
で は な く， 空間 的不均

一

性が あ る こ と を検証 して い る． また ， Seya 磁 祕 （2011）で は ， 市町 村の 1人 あた り所得 の

成長率 に空間的外部性が あ る こ とを検証 して い る． こ れ よ り， 先行 研究の 実証 結果 か ら得

られ る空間的相互 作用 の 解釈 は異 な るが ， 本 稿 で取 り扱 う地域 の 所得 に も何 らか の 空間的

相互作用が ある こ とが 予想 され る．

　以上 の こ とを考 慮 して
， 本稿で は単峰型の 分布 と して 正規モ デル を想 定 し，双 峰型 の 分

布の モ デル として 中妻 （2005）と1司様 に隠れ マ ル コ フ モ デ ル の 推定 を行 う．そ の 中で も ， 本

稿 は もっ とも単純 な 2 変量正規 混合 モ デル を取 り扱 う
2）． また，空 間構造を検討す る空 間モ

デル として，本稿で は 空間自己同帰モ デル と空 間誤差 モ デル を取 り上 げ， 地 域間所 得分 布

に導入 す る
3）．そ して ，実証分 析 に お い て は

， まず対 数周 辺尤 度に よ っ て モ デル 選択を 行

い
， 地 域間所得 分布が 単峰型 なの か 多峰型 なの か，空 間的相関は ある の か ， あ る とすれ ば ど

の よ うな構造なの か を明 らか に す る． そ して ，選 ばれ た分布の 分散か ら σ 収束を検討す る．

1986 年か ら 2004 年 まで の 都道府 県別 の
一人 当た りの 所得 データを用 い て 分 析を行 っ た 結

果，空間誤差モ デル の 対数周辺 尤度が最 も高い 値 を取 り， 所得 分布 を示 すモ デル と して選

択された ． こ れ よ り， 冂本の 所得分布に お い て は 空間的不均
一
性が 存在す るこ とを示唆す

る結果 とな っ た ． さ らに ， マ ル コ フ切 り替 え型 モ デル よ りも単峰型 を仮 定 した 正規分布の

モ デ ル の 方が 対数周辺 尤度 が大 きい こ とか ら， 先行研 究で み られ る生 産サ イ ドの 多峰型 の

分 布 は 所得サ イ ドに 反映 され る こ とは な く， Barro 　and 　Sala−i−Martin （1992 ）の 実証結 果

を支持す る結果 とな っ た． また， σ 収束に つ い て は
， 明確な a 収朿 は確認 され なか っ た ．

　本稿の 構成 は 以下の 通 りで あ る．次節で は 2 変量正 規混 合 モ デ ル と空 間計量経済モ デ ル

を紹介す る．3 節で は， マ ル コ フ連 鎖モ ン テ カル ロ 法 に よる モ デル 推定 方法 の
一

例 を示 し，

4 節で は 1986 年か ら 2〔〕04 年 まで の 口本 の 都 道府県 データ を用 い て
， 地 域間所得収束仮 説

の 検証 を行 う． そ して ， 5 節 で は結論 と今後の 課題 に つ い て ま とめ る．

2．　 モ デル

　は じめ に
， 本稿で は 日本の 地域間所得分布が 単峰型 か 双峰型 なの か， そ して 地域 間所得

分布に は ど の よ うに 空間的相互 関係が 存在す るの か を検討す る た め に
， 以下 の 6 つ の モ デ

2） 実 際 の モ デ ル に お い て は ，
パ ネ ル デ

ー
タ を扱 っ て い る た め ，時系列構造 を 考慮 して マ ル コ フ切 り替 え モ デ ル

　 に よ る分 析 を行 っ て い るが ，
マ ル コ フ切 り替え モ デル は 正規混合モ デル の 拡張で あ る，また，こ の よ うなパ

　 ラ メ トリ ッ クな 方 法 を用 い て 2 極化 や 多極 化 を検討 した もの に は 1［【妻 （20Ut））が あ る が ，こ れ は 国 の 所 得 に

　 注 H した もの で あ る．
3） 他 に も，空 間 ダービ ン モ デ ル と 言 わ れ る 空 間的外部性 を 分析 す る モ デ ル もあ る が ，こ の モ デ ル は 外生 変 数 に

　 よ っ て 空 間的相 互 作用 を倹討 す るの で ，本 稿 で は 取 り扱 わ な い ．
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ル を用 い て 分析 を進め て い く．

2．1　 正規モ デ ル

　享県の 亡期の 1 人あた り所得の 対数値 を tJ．it で 表す こ とに す る． こ の とき ，
　 yit に 正 規分

布を仮定 して ，ある所得水準 に 収 斂 す る ， σ 収束 を分析す るモ デル は ，以下 の よ うに 表 さ

れ る．

　　　　　　　　　　　　
’y・t 一 μ， ＋ E・t ，

E・・t　 Au 丿V（0 ，
σ わ．　 　 　 　 　 　 （2．1）

（2．1）を 以下で は IF．規モ デル と呼ぶ こ ととす る。 こ れ は元の デ ータ eXp （tLlit）に対数正規分布

を仮定 して い る こ と と同 じで あ る．対 数正 規分 布は所 得分布 を検討す る上で ，標準的な分

布の
一

つ で あ り， Nishillo　alld 　Kakalllu （2009 ）で は 凵本の 家計調査の データに 対 して こ の

分布を当 て は め て い る．そ して ， （2．1）の 尤度 は，

　　　　　　　確 1μ の 一 加毒 即 ｛
一（

婆 ｝・ 　 （22 ）

に よ っ て 与 え られ る．ただ し， rVt＝（v．　lt，

…　，　
’
Ynt）

t

，
　 Y ＝ （Yb …

，Yτ ）， μ
＝ （μ1 ，

…
，μT γ，

σ
2

＝ （碍 ，

…　 ，碍 γ とす る． こ こ で ， με と σ書は，t期 の 平均 と分散を 表 し，も し，推定 さ

れた σ〜が 時間を通 じて 小 さ くな っ て い くこ とが 観測 され れ ば，σ 収束が 確認 され た と結論

づ け る こ とが で きる．

2．2　 マ ル コ フ 切 り替えモ デル

　2 極化を検討す る 2 変量 正規混 合 分布 モ デ ル は，潜在変数 跏 を所与 と し て 以 ドの よ うに

表現 す る こ とが で き る．

　　　　　　　　　　　yit− 1・。 、，，t ＋ E・t・ ・
，・

〜 丿V （0 ，
σ 1

，，，，）・　 　 　 　 　 （2．3）

そ して
， 潜在変数 靴 ＝ ゴを所与 とした （2，3）の 完備化 され た 尤度 は

，

　　　　　L2（・ 一 ）一 加 籌茸譱
… ｛

一（伽

謡 ｝， （24 ）

とな る． こ こで ，　 ILIjt は t期に お け る第 ブ要素の 加 重値 で あ る，また，　 St ＝ （．slt．、…　 ，
Snt ）

t
，

5 ＝ （S1 ，

＿ ，5T ）， μ ＝ ｛｛tLjt｝i⊆1｝1＝1，デ ＝ ｛｛σ1詑｝廴1｝影1 ，　th．＝ ｛｛W ．it｝Z− 1｝1＝⊥
とす る．

　本稿 で は
， 分布 の 時系列構造 を考慮す る ため に，マ ル コ フ切 り替えモ デル を導入す る と，

（2．3）は
，

　　　　　　　　　　　　　　筋 一 tLjt＋ E，t，　 Eit 〜 N （o，
　a ；t），

　　　　　　　　　　　　　　Pr（s ・it ＝ ゴ15i．亡一1
＝ k）＝ P弛 ・　　　　　　　　　　　　　　　（2．5）
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の ように拡張で き る．そ して，識別の ため に
， tLltく μ2f とい う制約を課す こ とに す る． また ，

・ 一 儲 ）一 （∴ ∵）… c・
’
・
　 M 期 ・ 加重 ・a　tt　w − 一 一

（ω 1，1 − UJI ）
’

とす る． さ らに ，　 i地 域の 状態 鞠 に お け る初 期 の 加重値 を 1〃
。 。

と定義す る．

この とき ， 各潜在変数 の状 態で σ 収束 を検討 す るこ とが で き る．そ して ， 完備化さ れ た （2．5）

の 尤 度は
，

　　　　L3（・ 1繭 且 ・） 一 ｛郎郎 一 ｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ 加 、≒ … ｛

（！旒
一PLSit，∂

2

　　2σ露，， ，， ｝・ （・・）

と書 け る．（2．1）と （2．5）を 比較 し，モ デル の あて は ま りの よ さをみ る こ とで ， 日本の 地域

間所 得分 布が単 峰型な の か 双峰型なの か を検討 し， 選 ばれ た モ デ ル の 推定 され た 分散か ら

σ 収束を見 て い く
4）．

2．3　 空 間自己回帰 モ デル

　地 域間所得分 布 に空 間的 相互 作 用が あ るか を検討す る た め に，空間モ デル を導入す る．

本稿 で は ， 空 間モ デル の
一

つ と して ，空 間自己回帰モ デ ル を取 り ltげる。（2。1）の tUitに 空

間 自己 回帰過程 を導入 す る と ，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 れ

　　　　　　　　　Y，t　 ＝ 　 ltt＋ ρ・　E 　・t・・y・t ＋ E・t・ E・t − M 曜 ）・　 　 　 （2・7）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1＝1

の よ うに 表す こ とが で きる． こ こ で ，dilは 空間 ウ ェ イ ト行 列の 第 i
，
Z要素 を示 し ， それ は

都道府 県 廓と Zの 関係 を示す．た だ し，娠 ＝ ｛｝で あ る．本稿で は ， 空 間 ウ ェ イ ト行 列 の 要

素 と して
，
Anselin（1988）で 使われ て い る ような標 準化 され た 隣接 ダミ

ー
変数を採用す る．

ρt は 空間的相互作用の 強さ を表 し，こ の モ デル に お い て は都道府県 ’か ら i へ の ス ピル オ
ー

バ ーの 大 き さ を意味す る
5）．

　こ の とき ， （2，7）に 対 す る尤度 は
，

　　　　　　聯 姻 一愈1・一
・ Dl転 酵

… （
eit2

σ羣）・ 　 （28 ）

で あ る．た だ し，．D ＝ ｛dil｝， ρ
＝ （ρ1，… ，　p’r ）

t
， 1 は η × Tl．の 単位行列 ，　 e’、i．t ＝ y・it 一

ρ孟Σ廴1   拠
一

μ‘
とす る。

’U 本稿の 目杓の
一

つ は，所 得分布 が単峰 型 か 双 峰型 か を検討す る こ とで ある．経済成長理論 特に R 〔，8tow （1960）

　 の tak （Lo 狂埋 論で は Sit の 変化に は 重要 な意 味が あ る．　 Sit の 時 間 を通 じ た変化 を許容 す るマ ル コ フ切 り替え

　 モ デ ル は，経 済 成長 理 論 と整合的なモ デル で あ る の で ，こ の モ デ ル を 比 較 対 象 と した ．
5 ） 空 間モ デ ル の 解 説 や モ デ ル に お け る空間的相互作用の 説明 は LeSag．e　tmd 　Pa．ce （20〔｝9）に 詳 し く書 か れ て い る．
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2．4 　 空間誤差 モ デ ル

　本 稿で は もう
一

つ の 空間モ デル と して ，空間誤差 モ デル を考 える．（2．1）の 誤差項 Cit に

空間 白己 回帰モ デ ル を導人 した 空 間誤差モ デル は
，

　　　　　　　　　　　 Zlit＝

μ託 十   鷺 ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2。9）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 n

　　　　　　　　　　　 隔
一

ρ・Σ蜘 ・ ＋ E・・t，
Eit 〜 Mo ，・め，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ‘＝1

の よ うに 表す こ とが で き る． こ の モ デル に おい て ， Pt は空 間不均
一

性の 強 さを示 して い る．

　そ して ， （2．10）に対す る尤度は ，

　　　　　玩 （・1・・，
・

2
’・ D ）一嵐・一

舶 毒 … （鋤 　 （・… ）

で あ る．た だ し，e ．it ＝ Zt，it 一
絢

一PtΣ⊃1！1　d、t（ytt− ILt）とす る．（2．1）と （2．7），（2．10）を比

較 し，
モ デル の あて は ま りを み る こ とで

， 日本の 地域間所得分 布に空 間的相互作用が あ る

か否か
， ある とす れ ば ， そ の構造 は どの よ うな もの なの か を確 かめ て い く．

2．5　 マ ル コ フ切 り替え空間 自己 回帰モデル

　本稿 で は マ ル コ フ 切 り替 えモ デ ル に お い て も空 間的相互作用 の 有無 を検証す るた め に
，

空間 自己同帰モ デル お よび空 間誤差 モ デル の 拡張 を行 う． まず ， （2，5）と （2。7）を組み 合わ

せ る こ と に よ っ て ，
マ ル コ フ切 り替 え 空間 自己 回帰モ デ ル は 以下 の よ うに定 義 され る．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 n

　　　　　　　　　y・t
− L・・、，t，t ＋ ρ・Σ d・・

’
y・t ＋ ei，t ” ・，t 〜 A厂（o，

σ晝、， ，，），
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1＝l

　　　　　　　　　 Pr （Sllt ＝ ゴSi．ト 1 ； k）＝ Pjk．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2．11）

こ れ よ り， （2．11）の 尤 度は

聯 輌 聊 ） 一 ｛
n 　 　 　 　 T

H 燭 。、H 甑 脚 ．1

z＝L　 　 　 ‘蕭2 ｝

　　　　　　　　　　　　　　　・愈1・… ・ 典、≒、

… ｛一・藷、｝， （・ 12・

ただ し，
eit ； yi，　一　p，　E ：＿1　dilyl，

− lt。、tit
とする． こ の モ デ ル が選 ばれ れば ， 日本の 地域

間所得分布 に は ，所得分布の 2 極 化 と所得 の ス ピ ル オ ーバ ー
の 両方が 同時に 存在す る こ と

が わか る．

2．6　 マ ル コ フ切 り替え空間誤差モデ ル

　マ ル コ フ切 り替え空間 自己回帰 モ デ ル と同様 に して， （2．5）と （2．10）を組みA わせ る こ

とに よ っ て ， 空問誤差モ デ ル の 拡張を行 う． こ れ よ り，
マ ル コ フ 切 り替 え空間誤 差モ デ
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地 域 間所 得 分布 と所 得収 束仮説

　 　　 　　 　 　　 　　 　防 孟
二 tL．9it ．t 十

’
tiit，

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 アと

　　　　　　　　　　　u ・．t 一
ρ・Σ 幅 ・＋ c

・… i，t 〜 κ （o鳳 か
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t≡1

　　　　　　　　　　　Pr〔．9it．＝ ゴSi
，
t＿1 ＝ 甸 ＝ Pj　k・・

さ らに
， （2．13）の 尤度は

L7（・ 瞬 一 瑚 一 ｛
71　 　 　 7コ

H   、 HT・．・
、，，・ i，t．l

i− I　 　 t＝2 ｝
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ア 　　 　　　 　　 　　 n
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1
　　　　　　　　　　　　　　　 ・ HIJ− fl・DIH

　　　　　　　　　　　　　　　　 t＝1　　　　　　 d＝1　　2π σ葦，tt

に よ っ て ．与え られ る．た だ し，

187

（2．13）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e・ p｛一、ぎ羞｝・ （… 4）

　　　　　　　　　　　　　　eit ＝．yit− FL。 i，，t
一

ρ亡Σ廴1 砺‘（fYlt
−

tt。 t， ，t）とす る．

　以上の こ とか ら，次節で は正規 モ デル
，

マ ル コ フ 切 り替 えモ デ ル ，空間 自己回帰モ デル
，

空問 誤差モ デル
，

マ ル コ フ 切 り替 え空 間 自己回帰モ デル
，

マ ル コ フ 切 り替 え空 間誤差 モ デ

ル の 6 つ の モ デル を推定 し，モ デ ル 比較 を行 う．そ して
， 目本の 地域間所得分布 に っ い て

検討 し，所得収束仮説の 検討 を行 っ て い く．本稿 で は
，

こ れ らの モ デル を マ ル コ フ連鎖モ

ン テカ ル ロ 法を用 い て 推定 を行 う．次 章で 推定法 に つ い て 紹介 して い く．

3． 事後分析

　本稿 で は ，
モ デ ル の 推定 に つ い て は， ベ イ ズ統計学の 手法 の

一
つ で あ る マ ル コ フ連 鎖

モ ン テ カ ル ロ 法 を用 い る．従来の ベ イ ズ統計学で は ，
パ ラメ

ータに 対 して データを観測 し

た 後の 事後分布を導出す る，そ して
， 事後分布 よ りパ ラ メ

ー
タ の 推定 を行 っ て い く． しか

し， モ デ ル が複 雑 で あ っ た り， パ ラメ ータ の 次元が 高 い 場合に は， 各パ ラ メ
ータの 事後分

布の 導出が難 しく， 従 来の ベ イズ推定法は適用不可能で あ っ た，そ こ で ， 近 年，
マ ル コ

フ 連鎖モ ン テ カル ロ 法 に よ っ て パ ラメ
ー

タを 事後分布か らサ ン プ リ ン グ し， サ ン プ リ ン グ

された値 を用 い て パ ラメ ータ推定 を行 っ て い く推定方法 が 盛ん に行 われ て い る6｝
， マ ル コ

フ切 り替えモ デ ル に 対 して ，
マ ル コ フ連鎖モ ン テ カ ル ロ 法 を用 い て る利点は

， 各期の 状態

変数をパ ラ メ
ー

タ と
一

緒に 同時椎定 で きる こ とか ら ，
パ ラメ ー タの 不確実性 を 考慮 して ，

状態変数の 転換点 を推定す る こ とが 可能 で あ る こ とに あ る． ま た ， モ デ ル 比較に お い て ，

マ ル コ フ切 り替 えモ デル は
， 尤度比検定に用 い る検定 統計 量 の 漸近分 布 が x2 分布 に従 わ

な い こ とが Hansen （1992）や Garcia（1998）に よっ て 示 され て い る． しか し， ベ イ ズ推定

で は ， 周辺 尤度を用 い て 事 後 オ ッ ズ比 に よ っ て モ デ ル 選択を 行 うこ とが で き る こ と か ら，

本稿 で は マ ル コ フ連鎖モ ン テ カル ロ 法を用 い たベ イ ズ推定 に よ っ て 実証分 析を進め て い く．

6：1 マ ル コ フ連 鎖 モ ン テ カ ル ロ 法 につ い て は，大 森 （20el），和合 （2005），　 lll妻 〔2007）な どを 参照．
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3．1　 同時事後分布

　本稿で は，6 つ の モ デル を比較検討 して い るため ， 6 つ の 独 立 した モ デル に対す る事前分

布 とマ ル コ フ連鎖モ ン テ カ ル ロ 法を準備 す る必要 があ る． しか しなが ら，（2．5）と （2。1〔〕）を

組み合 わせ た マ ル コ フ切 り替え空間誤差 モ デル に 対す る事前分布と マ ル コ フ 連鎖 モ ン テ カ

ル ロ 法 を提供 す れ ば，残 りの モ デ ル は ，そ の モ デル の 変形 ， あ る い は特 殊型 と して そ れ ら

を考 え る こ とが で き る．そ こ で ， 以 ドで は こ の モ デル に対 す る ， 事 前分布及 び マ ル コ フ連

鎖モ ン テ カ ル ロ 法 を説 明 して い く．

　ベ イズ分析を行 っ て い く為 に は ， 各パ ラ メ
ー

タ に 対 し て 事前分 布を与 えな けれ ばな らな

い ．そ れ ゆえ ， 本稿で は以下 の 密度 を持 つ 同時 事前分布 を定 義す る．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2　　　　　　　 T

　　　　　　・ （μ，
δ

2
・ρ，

繊 n ）一 ・ （u
・
・）H ・ （細 H ・ （細 ・ （・1∂・ （ρ∂， 　 　 （3．・）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 i＝1　 　 　 　 t＝1

（2，14）と （3．1）を所 与 と して ，ベ イ ズの 定理 か ら同時事後密度は

・ （Pt，　a2 ，
　P ，

　w
，
　ll，　S1・Y

，
・D ），・（ ・ （μ，

　a2
， ρ，

’
u；7

　ll）π （3囮 H ）L ，（YIP ，
a21 ρ，

　w
，
H

，
　S

，
・D ）， （3．2）

に よ っ て 与 え られ る．

　最後 に
， ，勉 ， σ易（t ＝ L …

，
T

，ゴ ＝ L2 ），　 Pt （t　＝ 1
，

… ，T ），

・u ）1 ，　 p 刀
に 対 して ，

　　　（Ltlt，・LL・・）
’ 〜M μ・1・，

・
、IJ，2）J（ttlt＜ μ2∂， 4 − f9 （v・／2 ，

λ・／2）， ρ，
〜 U （

− 1
，
1），

　　　
’u）1 〜 βε（（IUib 〔，），　Pjj 〜 βε（α o ，

bo）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3）

の よ うな事 前分 布を仮定 す る， こ こで ， Z9 （・），　U （・），
　 B ．E］（・）は それ ぞれ逆 ガ ン マ 分布，　

一

様分布，
ベ ー タ分布を表す．1（μ1孟 く μ2，）は指示関数 で あ り， 本稿 で は ， μμ

に 対 して

ILIt＜ μ2亡 の 制約 を課 して い る こ とか ら， 上記の よ うな制約 を設定 して い る．Σ仁1 両
＝ 1

とな るよ うな ウ ェ イ ト行 列 を用 い る と， そ の 定常条件 は，ρ亡 ∈ （− 1，1）とな る こ とが， Sun

et　al．（1999）に よっ て 示 され て い る．そ こ で ，事前分布を上記 の よ うに 設定 して い る．

3．2　 全 条件付事後分布

　（3，2）よ り各パ ラ メ
ータの全 条件付事後分布 を導出し， パ ラメータを発 生 させ て い く． ま

ず， ・tL・1，　 pガ （ゴ＝ L2 ）の 全条件 付事後 分布 は

　　　　　　　　　　　 u ・1 〜 Bε（a・，b）・ P〃
〜 βε（aゴ，

bj），

た だ し，

a ＝ nll ＋ α0 ，
　 b ＝ n 一

几 11 ＋ う0，

aj ＝ γり丿 十 αo ，　 b
」
＝ nkj 一トb〔1，

N 工工
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で あ り，rt！l は 1 期に Si1 ； 1 σ； 1
，
＿

，

’
n ）の 回数を示 す．また

， η 砌
＝Σ霧2 Σ1Ll　l（靴 ＝

」， 鞠 一1 ； k）で あ り， 1（．s
’
it ＝ ゴ，

5
甜
一1 ＝ k・）は括弧内の 条件 を満 た す場 合 に は 1 とす る定

義関数で ある．初期の 加重値 で あ る ω 1 は時系列分析に お い て は， 定常分 布 よ り計算 され

るが ， 本稿で は パ ネ ル デー タへ 拡張 して い る こ とか ら， この ω 1 は 全条件付事後分布か ら

の 発 生が 可能 で あ り，
パ ラ メータ と して推定 を行 う． こ れ よ り， u ／

・
1 と pゴ丿

を それ ぞれ の

ベ ー
タ分布 よ りサ ン プ リ ン グす る．

　μ鈎
σ多（t ＝ 1，… ，

T ，　j ＝ 1，2）の 全条件付事後分布は ，

　　　　　　　　　μ・・
〜 人

厂

悔 デ＆）1［．一。 。 、1、、t ）， μ・t 〜 N （P，・・，桟恥 1，，  ］，

　　　　　　　　　・3， 〜 T9 （ら42，碗 2）C」一 ・
，
2），

ただ し ，

景一悸 c暢 一・）一

鱒幽 一1））
2

＋ T
・r2｝

一…

1

脈 一弓障6幅 一の 一
・ 書姻 司

2

　　　　　・ ｛yit1（Sit ＝

」）一
・書蜘 ・（Stt −

・）｝・ ・叫
ら一 噛 一

雲｛←
一

肺
一

・ 書蜘
一

臨 の・（・・t
−

・）ゲ榔

で あ り，γり
＝Σ：：L11（．s、i．i ＝＝　」）で あ る．μ貳ゴ＝L2）に つ い て は ，識別性の ため に tLlt＜ IL2t

と い う制約 を課 して い る こ とか ら， 制約条件 を満た す よ うに 切 断正規 分布に よ っ て サ ン プ

リン グを 行 う． こ れ らの パ ラ メ
ー

タ は ギブズ ・サ ン プラ
ー

に よ っ て 得 られ る．

　次 に ， Pt （t ＝ 1
，

…　 ，
　
・T ）の 全 条件付事後密度 は ，

　　　　　 π （ρ亡 μ，ケ
2

， ρ＿tTs ，
y，D ）

　　　　　　　… 1・ 一齣 C書（t」’t
一

触
一

畷啓
（IY‘t

− i−Lsi，，e））
2

）・ （・4）

となっ て い る．ただ し，　p＿t
＝ （ρ1 ，

…
，ρt− 1 ，ρt＋ 1 ，

… ，ρT ）
！

で あ り，
こ の分布は標準的な分布

で な く， 多 くの 先行研究 に おい て は 酔 歩連鎖 メ トロ ポ リス ・ヘ イス テ ィ ン グス （Metropolis−

Hastings ： MH ）ア ル ゴ リズ ム が 用 い ら れ て い る． しか し
，
　 Ohtsuka 　and 　Kakalllu （2010 ）

で は， 数値実験 に よ っ て酔歩連 鎖 HM や受容棄却 MH と格子ギ ブス ・サ ン プラ
ー

の 推定効

率 を非効率因子 の値や収束 まで の 計算時 間を基準 に比較 した結果， Ohtsuka　and 　Kakamu

（2009 ）で 提案 され た格子 ギ ブ ス ・サ ン プ ラ
ーが最 も効率的で あ る と示 して い る こ とか ら，
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格子 ギ ブズ ・サ ン プラ ーηに よ っ て サ ン プ リ ン グを行 う．

　格子ギ ブス サ ン プラ
ー

は （3．4）式の 累積分布関数を格子上で 近似 し， 逆変換法を用 い て ，

ρt の 全条件付事後分布 よ りサ ン プ リ ン グを する 方法で あ る． こ こ で ， 格子 数を m とす る

と， 空間 的相 関 を示 す Pt ∈ ［
− 1

，
1］に お い て 以下 の 格子 を 与え る

8）．

一1 ＝
ρtl ＜ ρt2 ＜ …　　＜ ρtm ＜ ρちm ＋1

＝ 1・

さ らに
，

こ の 区 間に 入 る 諺佛 ∈ ｛1，
＿ ゲrn ｝）は ， ［ρtk．，、Pt．k＋ 1］の 中央値 と仮定する． これ

よ り， 区間 ［ρth ，Pt、k＋ 1］に お け る全条件付事後分布を次 式を用 い て 近似す る と

　　　　　　　　　　　　　　　 π 〔ρtP ，δ
2
，ρ＿t，s，】曇jD）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Wtk ＝

　　　　　　　　　　　　　　Σ⊃頚L］
π （ρを1μ，δ

・2
，ρ一t ，

S
，
　Y，　D ）

，

と な り， 区 間 ［ρtk−，ρt．k ， 1］に 罐 が 入 る確 率が

　　　　　　　　　　　　π （pE）一

Σ讐i激笥篇竺究）
，

で 求 め られ る． 最後 に
， 確率 煙 で 選 んだ 区閊 ［ρ1，，ρ1，k＋ 1］よ り 様 乱数 を発生 させ る こ

と で
， Ptを サ ン プ リン グす る こ とが で き る ． また

， 格子 ギブズ ・サ ン プラ
ーに お い て は 格

子の 数の 選択が 重要に な っ て くるが ，Ohtsuka　and 　Kakamu （2010 ）で 格子の 数 を 100 に設

定す る と効率的で ある こ とが 指摘 さ れ て い るの で ，本稿で も格子の 数 を 100 と して い る．

　最後 に ， ，yit の サ ン プ リ ン グ方法 を示 して い く． まず ，　 S − s．et を S か ら s．it を除 い た もの

と定義 す る．S −．ett を条件 とす る と，　 Sit の 全条件 付事後確率は ベ イズ の法 則 よ り，

　　　　　　　　Pr｛Sit ＝ jlμ，
δ

2
，

・
w ，H ，

　y
，
　D

，
S＿i亡｝

　　　　　　　　　　　　　　　弧 ．1 毳
。

，

exp ｛
一

黷ヂ｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5）

　　　　　　　　　　　　　　ΣZ−・細 廼一・ 遠
。

、

・xp ｛
一
響 ｝

’

となる。た だ し，

　 ホ

廿 ljit

　　
＝

ekt （Sit ＝ h）　＝

PSi−2，ゴ” ゴ，　 （t； 1）

Ps，／，t．1，jl）j，Sd，t．− 1　（2 ≦ t ≦ T − 1）

P」，
5T − ⊥　（t ＝ T ）

　 　 　 　 　 　 　 7L

Y・，t
− i・， te、，t　

一
　Pt Σ diCl（Yl・・一・1・Sit ，t）

一
・Ptdhi（Y・t　

一
・L・h，t），

　 　 　 　 　 　 　 〜＝111≠i

（3．6）

7） 格 子 ギブズ ・サ ン プラーに つ い て は Ritter　 arid 　Taner （1992 ）を参 照．格子 ギブ ス ・サ ン プ ラーの 収束 に 関す

　 る理 論 的 な結 果 に つ い て は 大 森 （2001＞で 指 摘 され て い る よ うに 明 らか とされ て い な い ．しか し， Bauwcns

　 and 　Lubrano （1998），　 Wago （2004）お よ び Ohtsuka 　and 　Kakamu （2009）な どの 実 証分析 で 取 り上 げられ

　 て い る．
8） 本稿 で は， Ohtsuka 　and 　Kaka 皿 u （2〔〕（〕9）と 同様 に 等間隔 の 格子を用 い て ，推定 を 行う．
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で あ る．（3．6）式で は
， Sit の 全条件 付事後確率が Si ，t− 1 と 5 証，亡＋1 に依 存 して い るが ， 5− s 、t

を所与 と し て い る こ とか ら， p 。 T 、，． 、，メゴ ＝ 1
，
2）は計算可能で あ る ．本稿 の 実証分 析に お い

て ， Sit の サ ン プ リン グが ギ ブス ・サ ン プ ラ
ーで 十 分効率 的に 行 え る こ とか ら ，

マ ル コ フ

切 り替 えモ デ ル の 尤度計算 に必要 な Hamilton （1989）の フ ィ ル ターや平滑化の 計算を用 い

らずに
， Sit を （3．5）式 の確 率で ラ ン ダ ム に 選ぶ

9）．

4 ． 実証分析

　実証分析に 先立 っ て ， 本稿 で 使用 したデ ータの 説 明をす る．所得 の デ ータ と して ，内閣

府 が公表 して い る年次 の 1 人 あた り県 民所得 （単位 千 円）の 対数値 を用 い る．データ期 間

は 1986 年か ら 2004 年 まで で あ る．空 間ウ ェ イ ト行列 D と して ，Kakamu 　et 　 al ．（2008）で

提案 され た ，隣接 ダ ミー行列を用 い る
10＞． マ ル コ フ 連鎖モ ン テ カ ル ロ 法 を用 い るた め に

，

事前分布の ハ イパ ー ・パ ラメータ は

α o ＝ 1．0，　う〔〕
＝ 1．0

，　μ〔，
＝ 0．0

，　70 ＝ 10，　1ノ〔〕
＝ 3．O，　λ 

＝ 0．25．

と設定 し，20、OOO 回の 反復 を行 い MCMC に よ る事後分布か らの 確．率標本を得た ．そ して ，

稼働検査期間 として 最初の 15
，
000 回を切 り捨て

， その 後の 5
，
000 回の サ ン プル を事後分布

か らサ ン プ リン グされた もの と見 な して 推定 に用 い て い る．本稿 の 計算結 果 は Ox 　version

6．2 （Doornik （2006 ）を参照 ）を 用 い て 得 られ た もの で あ る，

　まずは じめ に
， 本稿 で用 い る所得デ ータが ， 先行研究で 議論 されて い る分布の 状態 す

なわ ち単峰型 なの か双峰型 の どち らに属す る の か を検証す る こ とに加 え ， 空 間的相関の有

無を検証 す るた め に 対数周辺尤度を用 い て 検証 して い く，周辺尤度の計算に は ， Geweke

（1999）の 修正調 和平 均推定 量 を潜 在変数 を含 むモ デル に も適 用 で き る よ うに 改良 した渡部

（2009 ）の 方法
11）に よ っ て 周辺尤 度の 計算 を行 う．

　表 1 は止規モ デル
， 空間的 自己回帰 モ デル

， 空間誤 差モ デル とこ れ らの モ デル に 多峰性

分布を仮定 した マ ル コ フ 切 り替 え モ デル を仮定 した 6 つ の モ デル の 対数周辺尤度の 推定値 と

Pt
本稿 と同様 に 中妻 （2005）で は， 平滑化 な どの フ ィ ル ターを 使用 しな い ア ル ゴ リズ ム を川 い て 実証研究が 行

　 わ れ て い る．

Io） 沖縄 を除 くす べ て の 都道府県 は北海道，本州四 国，九州の 4 つ キ要な 島の い ずれ か に 位置す る．この 4 島は，
　 地 理 的 に分 離 して い る に もか か わ らず，互い に 鉄道や 道路で 結ばれ て い る．例 え ば，北海 道 と本 州 は青函 トン

　 ネ ル で 結 ば れ て い る．本 州 と四 国 は淡 路 大橋 と瀬 戸 大 橋 で 互 い に隣 接 して お り，本州 と九 州 は 関門 トン ネ ル

　 と大橋で 結 ば れ て い る．これ ら の こ とを考慮 して ，鉄道や道路で 結 ば れ て い る もの も隣接 と考 えた 空問 ウ ェ

　 イ ト行列 を作成 した ．
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表 1　 対数周辺尤度 に よ る モ デル 比較．

マ ル コ フ 切 り替 え無 し マ ル コ フ切 り替 え有 り

対数周辺 尤度　 標準誤差　 対数周 辺 尤度　 標準誤 差

正 規 モ デ ル

雫間自己回帰モ デル

空 間誤差 モ デ ル

311．077131

．655364

．608

D．0210

，7370

．064

241．785115

．Ol4206

．787

O．2192

．7240

．099

注）対数周 辺尤度 は渡部 （2009 ）の 修正調和平均推定量 ， 標準誤 差は chib（199J
「

）の デ ル タ法 に よ っ

て 計算 して い る．

標 準誤 差 の 結果 を ま とめた もの で あ る
⊥2）．単 峰型 モ デル と多 峰型 モ デ ル の 結果 を比較 して

み る と，
い ず れの 空間構造 に おい て も ， 単峰型 とな る正規モ デル の 方 が対数周辺尤 度の 推定

値 は大 きい こ とがわか る． こ の こ とは
， 地域 間所得分 布 に 双峰型を仮 定 す る よ りも， 単峰型

を 仮定 した 方が モ デル の あて は ま りが よ い こ とを示 して お り，Togo （2002 ）や Kakamu 　alld

Nkushige （2006 ）とは 異な り，所得の 分布は 2 極化 して お らず，　 Barro 　and 　Sala−i−Matin

（1992）を支持す る結果 とな っ た． Togo （2002）な ど の 双峰型や多峰型を 支持する先行研究

で は， 工業生産 性の 第 2 次産 業データを用 い て ， 実証分析が行 われて い た．それ ゆ えに，

Togo （20〔〕2）で は ，　 Fujita　and 　Tabuchi （1997）で 示 され て い る ように産 業構造 の 変遷 が 多

峰性分 布を示す 結果 とな っ た と考え られ る．本稿で 使用 した所 得デー タに おい て も ， 第 2

次産業 （製造業）か ら第 3 次産業 （ハ イ テ ク ・サ
ー

ビ ス 業）へ の 産業構造の 変遷が み られ た 期

間で ある． しか し ， 本稿の 実証分析 で 用 い た 所得デ
ー

タ は ， 県内の 全て の 産業か ら得 ら

れ る所 得 を平準化 した もの で あ る こ とか ら， 生産 側 の 多峰性分 布の 構造 が所 得側の 分布 に

は反 映 され ない 結果 に な っ た と推察 され る，

ll）
π （Y ），θ を そ れ ぞ れ データの 周 辺 確 率密度関 数，状 態 変 数 S’を 除 くパ ラメータ とす る と，渡 部 （2009）の

　 修止 調和平均推定 量 は 以下 の よ うに 定式 化 され る．

　　　　　　　　　　　　　・ … 一 ［・ ［
　　　　　 9（θ）

　　π （yls ，θ）π （θ）］］
　1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
− 1

　　　　　　　　　　　　　　　　s・　［諾 。 ，。 ls、畿 、、
、，，

）］
　 た だ し， M は 事後標本に 用 い る た め の 反 復計算 の 同数 と し， θ は 以 ドの 切断正 規分布を 用 い る．

　　・（θ）一ξ
一’

（2・ ）
− d ／21V

・1
− ’／2

　
cxp 卜・・5（θ 一e）

’

竃
1
（θ

一θ）］・ ’｛（θ
一θ）

’Vi1 （θ
一b）≦ F

霜（ξ）｝・

　　こ こで，θ と Vo は 各パ ラメ ータの 全条件付事後分 布か らサ ン プ リ ン グされ た値 の 標 本 平均 と分 散 共 分 散 行

　 列で あ り， d はパ ラメータ の 数 ，　 F
結 （ξ）は 自出度 d の X2 分布の 累積分布関数 で あ る．本稿で IS　ξ

＝0，95

　　と して い る．

　　また，本稿の 分析 は μゴt に 制約を課 した 切断正規分布を用 い て い る． そ の た め π （μ）の 基準化定数 に つ い て

　　は，μo，τぎを用い て，Stlt，μ2亡 の 10，000回サ ン プ リン グを 行い ，その うち切断 され て い な い 範囲か らサ

　　ン プ リ ン グされ た 回 数を 求め
，

10 ，000÷ 指示 関数 の 括弧内の 制約 を満 た した 回 数 を基 準化 定 数 と して い る．
12｝ 本稿 で は，ξ　・＝　O．9J’ ，O．9 の 場 合 で 計 算 した が，値 は ほ とん ど変 わ らな か っ た の で ，ξ＝0．95 の 結果の み を

　 掲載 して い る，
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表 2 　エ ル ゴ ード分布．

〜7．75　　　7．75〜7．85 　　　7，85 〜7．95 　　　7，95 〜8．05 　　　8，05 〜

（186）

（163）

（2〔〕5）

（187 ）

（105）

Ergodic

0．7・120

、0740

．O〔⊃00

、0000

．00〔1

O．2580

．6」00

，0830

．OOOO

、000

O．OOOO

．2“40

．7270

，1440

．010

0．oon

〔〕，Ol20

，190

｛〕，754

α 133

0，0000

．〔）ooO

、〔，000

．1020

、857

0．  24　　　　 0．08・ユ 0，279 0．358　　　　　0、255

　確認の た め に， マ ル コ フ推移行列 を作成 し，エ ル ゴ ー ド分 布を計算 した結果 を表 2 に示

して い る。第 1 列の 括弧 内 の 数字 は t期 （t − 1
，

…
，
T − 1）に 〜 7．75， 7．75 〜 7．85

，

… に

属 す る都道 府 県の 数 を ， 各列 に は t＋ 1 期 に 〜 7．75
，
7．75 〜 7．85

，

…　 に移動 した 確率を示

して い る． そ して
，
Ergodic の 行 に は， エ ル ゴ ー ド分布 を 示 して い る。 こ の 結果 を見て み

る と， 7．95 〜 8．05 の 区間を 中心 と した単峰型 の 分布を して お り，Kawagoe （1999）で 指摘

され て い る よ うに ，
エ ル ゴ ー ド分 布 は

一
様分 布で は な く， 本 稿 と整合 的 な結果 と な っ て い

る こ とが 確認で きた．以 ヒの 結果 か ら ， 単峰 型 を仮定 した正 規 モ デ ル に つ い て 見 て い くこ

と に す る．

　次 に
， 単 峰型 の モ デル に 注 目し，空 間構造 を見て い くと，対数周辺 尤度の 推定値 お よび

標準誤差の 結果 よ り，空 間自己回帰モ デル 〈 空 間的相関な し く 空間誤差 モ デル の 順で ある

こ とが わか る．っ ま り， 所得 に は 空間 的 ス ピ ル オーバ ーは な く，空間 的不均
一

陸が 存在す

る こ とを意 味す る． こ れ らの 結果か ら，以
．
ドで は止 規モ デル の 空 間誤差モ デル の結果に っ

い て 詳 し く見て い く．

　表 3 か ら 5 は空 間誤差 モ デル の パ ラ メ
ー

タ ｛μ舌｝廴1，｛齶｝黒1，｛ρt｝ZL　1 の 事後分布の 事後

平均， 事後標準偏差 ， 95％信用 区間， Geweke （1992）の 収束判 定 テ ス トの p 値 ， 非効 率

因子
13〕を ま とめた もの で あ る，表 3 か ら 5 の 結果 よ り， 全て CD 統 計量 の p 値 が 0．01 以

上で あ る こ とか ら， 全 て の パ ラメ ータに つ い て ， 推定 に 用 い た サ ン プル が 事後分 布に 収

束 して い る とい う帰 無仮 説 は 有意水 準 1％で 受容 され る． また ， 非効率因子 の 値 は あ ま り

大 き くな く， 最 も大 き い
μ12 で あ っ て も 3．09 とな っ た．

　図 1 に は ， tLtの 推移 を示 して い る，σ 収 朿 を検 討 す る に あ た っ て ， μ己
の 変化 か らい える

13） 非効率因子 〔llleMciency　Factor： IF＞は，　 Chib （2001）で 提案 され た効率性 の 尺 度 で あ り，無 相関 の 標本 か

　 ら計算す る標本平均 と同 じ分散 となる た め に 何倍 の 標本数 が必 要 で あ るか を示 して い る．非効 率因子 は，以

　 fの 式 で 計算 さ れ る．
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 oc

　　　　　　　　　　　　　　　　　　IF− 1＋ 2Σ Pl・　 　 　 　 　 　 　 （4・1）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1≡1

　 こ こ で ， Plは 1次 の 標 本 自己 相 関 を表 す．た だ し，無 限 次 まで の 標本 自己相関 は 計算で き な い の で ， 自己

　 椙関が 有意で な くな る 次 数 〜以 降 は 切 断す る，
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表 3　 空 間誤差 モ デル に よ る μ士 の 推定結果．

事 後
’lz均 　 標 準 偏 差 　 2．591cCI　 97．5％CI　 CD 　　IF

μ1　　　 7．541

μ 2　　 7．62

μ
・3　　 768

μ 4　　 7、766

μ5　　 7、824

μ6　　 7．865

μ7　　　 7、872

p8　　 7877

μ9　　 7．906

μ10　　　7，906

μ11　　　7．943

μ12 　　　7．916

μ13　　　 7．907

μ1啌　　　 79 〔〕7

11・li｝　　　　7908

μ16 　　 7883

μ17 　　　 7．867

μ18　　 7．863

μ19　　 7．862

94814

　

131239

　

591498

4556665556666555555000000000000000000000000000000DOOOOOOO88

　

7933163712521457

2951625585846766312445667777777777777777777777777777777777．625　　　　〔〕21　　　1．04

7．709　　　　0．95　　　〔，，98

7．778　　　　0．62　　　L4 〔｝

7．865　　　　0、54　　　1，59

7．925 　　　　0．22 　　　2．25

7．962　　　 0．D7　　1．82

7、957 　　　 025 　　 1，97

7．964　　　　0，20　　　〔，．73

7，986　　　 〔〕．36　　 2．51

8．0｛〕4　　　　0．97　　　2．42

8．037 　　　〔〕．D1　　 2．49

8，017　　　 028 　　 3．09

7．998　　　　0．14　　　1，90

7．991　　　　0．7〔5　　 2，35

7，996　　　　〔〕．64　　　3．16

7，964　　　　〔〕．13　　　2．29

7．953　　　 0．25　　1．69

7，954　　　　0，98　　　1．44

7．956　　　　0．19　　　2．23

注 ）CI，　 CD ，　 IF は そ れ ぞれ 信 用 区間，　 Geweke （1992 ）の 収束判定テ ス トの p 値，　 Chib （2001 ）の

非効 率因 子を示す ．

こ とは少な い が
，

こ の 図を見て み る と 1991 年に か けて 急激 な成長を遂 げた もの の ， そ れ 以

降 は成長が 鈍化 して い る． そ して ，1996 年 に頭打ち とな り，それ以降停滞 して い るこ とを

見て 取 る こ とが で きる． こ れ は
， 1990 年代初頭の バ ブル 崩壊 に よ り日本 は例 に見ない 不況

を経験 し ， 2（）04 年 時点 で もその 状況か ら脱却で きて い な い こ とを 示唆す る結果で あ る．

　次 に
， 図 2 を見 る と，

い ず れ の 時点 にお い て も事後 平均 は O．5 の 周 りで 推定 され て い る

だ けで な く， 95％信 用 区間 が 0 を含ん で い な い こ とが わか る． この 結果は ， 空 間的相関が

所得分布に お い て 重要な役割 を果 た して い る こ とを表 して お り， 強 い 空 間的不均
・
性が 存

在す る こ とを示唆 して い る．そ して ，その 不均
一

性は
， 平均 の 構造 は変化 して い る もの の ，

分 散 と同様 に 時間を通 じて 大 き く変化 しな い とい っ た 特徴が あ る．

　最後 に ，図 3 の σ1の 結果を見て ，σ 収束 に つ い て 検 討 す る． こ の 図か らは 1995 年 まで

分散が 僅か に小 さ くな っ て い るこ とが わか る．逆 に
， 1996年以 降は分散が大 き くな っ て い

る よ うに見 え る． しか しなが ら
，

そ れ ぞれ の 時点 に お け る事後平均 は 他の 時点 の 95％信用

区間 に含 まれ て お り，分散 は ほ とん ど変化 して い ない と判断 した 方が 正 しい で あ ろ う．っ

ま り， こ の 期間に お い て は 平均の 構造は変化 した もの の
， 分散 の 値 は

一
定水準 で 推移 し， σ
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表 4　空問誤差 モ デ ル に よ る σ t の 推定結果．

事後平均　 標準偏 差 　 2．5％CI　 97．5％CI　 CD 　　IF

σ 1　 〔〕〔｝2

σ 畫　 o，02

σ li　 o，（）2

σ 孑　 。，021

σ ／i　 o．02

σi’　 。．021

σ ・i　 〔1．〔〕19

σ 耋　 〔〕・〔〕18

σ 舞　 0 、017

σ ｝〔， 　 〔1、〔，16

σ ll　 ｛〕・〔〕16

σ 12　 0 、Ol5

σ ？a 　 o．015

σ14　 0．015

σTs　 oo エ6

σ126　 〔1，〔〕17

σ 17　 0017

σls　 O、Ol7

σ ？9．　 0・021

44454544434333344450000000000000000000DDOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOO

 

OO

334434321

　

1

　

　

　

　

］

114

111111

上

ー

ユ

ユ

ー

1

／

／

11111

00UOOOOOODO

 

OOOOOOO

OOOUUUOOUOOOOOOOOOO003 　　　　　026 　　　1　16

0、  3　　　　 0，85　　 0，94

0．  31　　　 U，49　　 L〔｝5

0．031　　　 UO7 　　 103

0．｛ユ3　　　　　U28 　　　工　28

0．032　　　　U．06　　　L70

0護｝29　　　　1，．93 　　　1．32

0，‘〕28　　　　〔，．85　　　1．〔〕0

0．026 　　 　 0．06 　　 181

0．024　　　　0．6】　　　L78

0，025 　　　　0．94 　　　〔，，73

0．023　　　　0．23　　　2、68

0．023　　　　0／12　　 U、97

D，023　　　　0．77　　　1．；’f）

O．024　　　　0．07　　　1、20

D．025　　　　0．04　　　089

0．025　　　　0．58　　　131

0．027　　　　0．78　　　1、07

〔〕．032　　　　0．56　　　10 〔〕

注）CI，
　 CD ，

　 IF は それ ぞれ 信用 区間 ，
　 Gewcke （1992 ）の 収束判定テ ス トの p 値 ，

　 Ghib （2001 ）の

非効率因 fを示 す．

収束は 確 認で き なか っ た ．

　以 上の 結果か ら総合 的 に 判断す る と， この 期 間に お け る地域 間所得 分布 は単峰型 を して

お り， 空間 的不均
一

性 を持 っ た構造 を して い る．そ して ，平均は バ ブル 崩壊 まで 急激な成

長 を遂 げ， そ の 後停滞す る と い っ た 変化を して い るに もか か わ らず，分散 と空問的不均
・

性の 構造 は
一一定 の ま まで あ る とい っ た特徴 を持 っ て い る． エ ル ゴ ー ド分布 を見 る と， 単峰

型 を して い る こ とか ら， σ 収束は 確認で きない もの の こ の 単峰型 を した 分布は 長期的 に 見

て も安定 した分布 とな っ て お り， Braun 　and 　Kubota （2000）で 得 られた よ うな東京 と他 の

道 府県の 格差 が拡大 して い くとい う結論は得 られ なか っ た．

5． 結語

　本稿で は ベ イ ズ統計学の 観点か ら， 2 変量 マ ル コ フ切 り替 えモ デル と空間計 量経済モ デ

ル を用 い て地 域 間所得 分布 を推 定 し ， σ 収 束 と空間 的相 互関係 に つ い て 検討 した ．分析 結

果か ら は ，地域間所得分布は 単峰型 を し て お り，Barro 　and 　Sala−i−Martin （1992 ）の 実証結

果を支持 す る こ とに 加 え ， 強 い 空 間的不 均
一

「生が 存 在 す る こ とが 明 らか とな っ た ， また
，

詳 細に 見て い く と，分散や 空 間的不均
・
性の 構造 に は大 きな変化 は なか っ た ．平均を見 る
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表 5　空間 誤差 モ デ ル に よ る ρt の 推 定 結 果．

事後平均 　　標 準 偏 差 　　2．5％CI　 97，5％CI　 CD 　　 IF

ρ1　　 0，514

ρ2　　 0．537

ρ3　　　　0，551

ρ4　　　 0，556

ρ5　　 0．569

ρ6 　　　　0．559

ρ7 　　　 〔工．51了

ρs　　 O．525

ρ9　　 0．51

ρm 　　　O．598

ρIL 　　　O．583

ρ12　　 0・62ユ

ρ13　　　　0．581

P14　　　　　0，562

ρr ，　　 0．56

ρ16　　　　0．505

ρ17　　　0．527

ρ1s　　　　O．564

ρlg　　 O，512

　

28

　

674797181485

　

99

55454455545455566451111111111

／

／

11

ー

ユ

ー

l1

0000

 

00000000000000

1288789358479746

　

12

013355898870532695822222211122322211210

 

 

000

 

 

00000000000

0，789　　　　0．37　　　1，85

〔〕，8〔〕4　　　　〔）．27　　　1．37

0、817　　　　0，85　　　ユ，01

0、828　　　  ．43　　 1．49

0．832　　　 0．51　　 1．61

083 　　　　0．10　　2．79

0，794　　　 0．45 　　2．U2

0．816　　　　0．8｛〕　　 〔〕．66

｛｝，8　　　　　 （上28　　　1．6ユ

0．855　　　  ．37　　 2，20

0 ．856 　　　   ．2U 　　302

0．88　　　　 ，16　　3．09

0．855　　　　0，75　　　1．49

0．841　　　　0．99　　　1．Jg

O．85　　　　〔）．91　　 2，27

0，817　　　0．67　　1，78

0．818 　　　0．61 　　L40

  ．839 　　　 0．54 　　 1．29

0．802　　　　025 　　　正．66

注 ）CI，　 CD ，　 IF はそれ ぞれ 信用 区間，　 Geweke 〔1992）の 収束判定 テ ス トの p 値，　 Chib （2001 ）の

非効率因子を示す．

と 1991 年 に か けて 急激 な成 長 を遂 げた もの の ，それ 以降 は成 長が 鈍化 して い る．そ して ，

1996 年 に頭打ち とな り，
そ れ 以 降停滞 して い る こ とが わ か っ た ．σ 収束は 確認で きなか っ

たが ， エ ル ゴ ー ド分布を見る と，単峰型 を して い る こ とか ら， こ の 単峰型 を した 分 布は長

期的に 見て も安定 した 分布 とな っ て い る こ とが確認 さ れた ． こ の 結果は エ ル ゴ ー ド分布 を

用 い た先行 研究 と異な る結 果 とな っ て い るが ， 用 い た所得 の デー タの 定 義や地 域 の 単位の

違い が ，
こ の よ うな結果 の 違い につ なが っ た もの と考 え られ る．

　最後 に，今後の 課題 に つ い て 述べ て お く．本稿で 検討 した モ デル は数あ る所得分布の 中

で も 1例で あり，さ ら に検討する分布 もある．例えば
，
Paap 　and 　van 　Djik （1996）で は

， ガ

ン マ 分 布 と正規 分布 の 混 合分 布を考 えて お り，本稿で 用 い た分布の 特定化 の 誤 りが こ の よ

うな結果 に導 い た可 能性 も今後，検証す る必 要が あ る．言い 換 えれば， こ の結果だ けか ら

地域 所得 の 分布が 2 極化 して い ない と結 論づ け るの も早計か も しれな い ． また ， 地域間所

得の 分布が 単峰型 か ら双 峰型 ，あ る い は 双 峰型か ら単峰型に構造変化 した 可能性 も考え ら

れ る．地域間所 得分布の構造 変化 に関す る研究は あ ま り進ん で い ない もの の ， こ うい っ た

可能性に 配慮 して 分析 を拡張す る こ とが 今後の 検討課題で ある． さ ら に， 空問的相互関係

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Statistical Society

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Statistioal 　Sooiety

地域間所得分布 と所得収束仮説 197

8．O

7．9

7．8L

7．7一

’
／

／
／

〆

67

一
ト57

／
／
／
／
／

一一＿一一 厂
／ ＼ ． 一

　 ＼

　 　 ＼ ．
＼ ＿．．．一＿ 一

　　　　 　　　　　tt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tt−　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
1985　　　　　　　　　　　　　　　1990　　　　　　　　　　　　　　　1995　　　　　　　　　　　　　　　2000　　　　　　　　　　　　　　　2005

　　　 図 1　 空間誤差 モ デル に よ っ て推定 された LLtの 推移 （事後平均 ：実線 と 95％信用区間 ：点線）．
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図 2　空 間誤 差 モ デ ル に よ っ て 推 定 され た ρt の 推移 〔事後 平均 ：実線 と 95％信用 区間；点線），
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1985　　　　　　　　　　　　　　 1990　　　　　　　　　　　　　　 1995　　　　　　　　　　　　　　2000　　　　　　　　　　　　　　2005

　　図 3’空間誤差モ デル に よ っ て 推定 され た σ1の 推移 〔事後平均 ：実線と 9J”Yfo信用区間：点線）．

を示す パ ラ メ
ータは ， 本稿で の 実証結果 に お い て は 〔〕．5近傍で 推 移 して い たが ， Kakamu

et　at．（2010）で は 景気 が変動す る ときに は， 空 間的相互関係 を示すパ ラメ ータが 大 き く上

昇 す る とい う結 果を得 られ て い る こ とか ら， 空 間的相互関係を示すパ ラ メ ータに 対 して も ，

マ ル コ フ 切 り替 えモ デル を導入 す るな ど空 間計量モ デ ル の 拡張 も今後行 っ て い か な けれ ば

な らない ．
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